
別紙１ 

 

台湾個人旅行者動態分析・アンケート調査実施業務 企画提案公募参加資格 

 

（１）日本国内に本店、支店または営業所等といった拠点を有すること。 

（２）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４に規定する者に該当しない者であ

ること。 

（３）青森県財務規則（昭和 39年 3月青森県規則第 10号）第 128条の規定による一般競争入札に

参加できない者でないこと。 

（４）業務提案書の提出期限の日から契約締結までの間に、青森県知事の指名停止の措置を受けて

いないこと。 

（５）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又

は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者

（更生手続開始又は再生手続開始の決定後、知事の確認を受けている者を除く。）でないこ

と。 

（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号。以下

「法」という）第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。）でないこと。 

（７）次に掲げる者に該当しないこと。 

ア 暴力団員（法第 2条第 6号に規定する暴力団をいう。） 

イ 役員等（法人にあっては役員であって経営に事実上参加している者、法人でない団体にあ

っては代表者、理事その他法人における経営に事実上参加している役員と同等の責任を有

する者、個人にあってはその者及びその使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる

名称を有する者であるかを問わず、事業所の業務を統括する者（事業所の業務を統括する

者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。）をいう。以下同じ。）が自己若しく

は第三者の不正な利益を図り又は第三者に損害を与える目的で暴力団の威力を利用したと

認められる者。 

ウ 役員等が暴力団の威力を利用する目的で、若しくは暴力団の威力を利用したことに関し金

品その他財産上の利益の供与（以下この号において「金品等の供与」という。）をし、又は

暴力団の活動若しくは運営を支援する目的で相当の対価を得ない金 品等の供与をしたと

認められる者。 

エ 役員等が正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資す

ることとなることを知りながら金品等の供与をしたと認められる者。 

オ 役員等が暴力団と交際していると認められる者 

（８）法人税、消費税及び地方消費税並びに法人事業税を滞納していない者であること。 


